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埼⽟県住宅ソーシャルワーカー事業実施要綱 
 
１ 事業⽬的 

 安定した居宅のない被保護者等に対して、年齢、障害の程度、⽣活能⼒等をふまえ、
⺠間アパートなどに⼊居させ、安定した地域⽣活が送れるよう⽀援する。 

 
２ 実施主体 

 埼⽟県（ただし、この事業を実施可能な⺠間事業者に委託することができる。） 
 
３ 事業内容 
（１）⽀援対象者 

ア 安定した居宅のない保護申請者（県福祉事務所が実施責任を負う保護申請者とす
る。） 

イ 無料低額宿泊所に⼊所している被保護者（県福祉事務所が実施責任を負う被保護者
とする。） 

ウ その他県福祉事務所が⽀援を必要と認める者 
（２）住宅ソーシャルワーカー 

 社会福祉⼠⼜は精神保健福祉⼠、社会保険労務⼠等であって、アパート⼊居⽀援な
どの実務経験を有する者を配置する。 

（３）住宅ソーシャルワーカーの⽀援内容 
ア ⼀般アパート、グループホームなど居宅の確保等の⽀援に関すること。 
イ 無料低額宿泊所（群）の⼊所者に対する⽇常⽣活・社会⽣活⾃⽴⽀援に関すること。 
ウ 無料低額宿泊所（群）の⼊所者に対する就労などの⾃⽴⽀援に関すること。 
エ ⼀時宿泊施設の設置・運営に関すること。 
オ 居宅における⽇常⽣活⾃⽴⽀援に関すること。 
カ デイケア・福祉的就労など地域⽣活における⾃⽴⽀援に関すること。 
 
キ ⾃⽴⽀援に必要となる関係機関との連携・調整に関すること。 
ク 他法他施策活⽤の⽀援に関すること。 
ケ その他⾃⽴⽀援に関すること。 

 
（４）⽀援⽅法 

 住宅ソーシャルワーカーによる定期的な家庭訪問または⾯接により、⺠間アパート
や養護⽼⼈ホーム、グループホーム等への⼊居・⼊所⽀援を⾏い、⼊居・⼊所後も安
定した地域⽣活を送るため継続的な⽀援を⾏う。 
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 また、就労可能な⽀援対象者については、居宅移⾏後速やかに就労⽀援や職業訓練
⽀援につなげ、継続的に⽀援する。 

 
４ 県福祉事務所の役割及び住宅ソーシャルワーカーとの連携 
（１）⽀援対象者に対する説明及び同意書の徴取 

 県福祉事務所は、⽀援対象者に対して、本事業の説明を⾏うとともに、住宅ソーシ
ャルワーカーに対する個⼈情報の提供等に係る同意書の提出を求める。 

（２）県福祉事務所から住宅ソーシャルワーカーへの情報提供 
 県福祉事務所は、同意書を得られた⽀援対象者に関する情報を住宅ソーシャルワー
カーに提供する。 

（３）県福祉事務所職員の同⾏訪問 
 住宅ソーシャルワーカーが初回訪問する際には、原則として県福祉事務所職員が同
⾏する。 

（４）住宅ソーシャルワーカーから県福祉事務所への⽀援状況に関する報告 
 住宅ソーシャルワーカーは、県福祉事務所に⽀援対象者の⽀援に関する情報を定期
的に報告する。 

 
５ ⽣活保護廃⽌後の⽀援 

 ⽀援が終了していない⽀援対象者が⽣活保護廃⽌となった場合、⽣活困窮者⾃⽴⽀援
法に基づく⾃⽴相談⽀援事業が利⽤できるよう、⾃⽴相談⽀援機関と連携し、当該⽀援
対象者に対し必要な情報提供等を⾏う。 

 
   附 則 
 この要綱は平成２７年４⽉１⽇から適⽤する。 
 
   附 則 
 この要綱は令和３年４⽉１⽇から適⽤する。 
 


